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Abstract 

Drowsiness is a factor in traffic accidents. Countermeasures were studied, but most were 

implemented for professional drivers and on expressways. However, drowsiness while driving 

can happen to anyone. In this study, we investigated the actual number of accidents involving 

drowsy driving by all drivers using traffic accident statistics data. The number of fatal and 

serious injury accidents caused by drowsy driving was higher for non- professional drivers than 

for professional drivers, and for private driving than for business driving. Location of the 

accidents was more often on ordinary roads than on expressways. The percentage of fatal and 

serious injury accidents involving drowsy drivers during each time period was the highest 

between 4:00 and 5:00 a.m. (approximately 5%), followed by approximately 2% between 12:00 

and 16:00 p.m. This suggests that it is important to expand the scope of countermeasures to 

non- professional drivers and for ordinary roads. 

 

 

1. はじめに 

1. 1  睡眠覚醒リズムと交通事故の発生時間帯 

日常生活において，人は「眠気」を感じることがしばしばあるが，眠気（覚醒度の低下）は交通事故の要

因となることでも知られている．ヒトの睡眠覚醒リズムは，約 1 日を周期とする概日リズムをもつことが

報告されている 1)．また，概日リズムに加え，約 0.5 日を周期とする概半日リズムと呼ばれる生体リズムも

存在し，14 時頃にも覚醒度が低下する 2),3)． 

実際に，居眠りによる交通事故の発生時刻は，深夜から早朝に次いで，14 時頃にもピークが存在するこ

とが報告されている 4)～6)．日本国内においても，各時間帯における人身事故のうち，居眠り運転が原因の事

故が占める割合は，4～6 時が最も高く，次いで 15 時頃も高いことが報告されている 7)．以上を踏まえる

と，夜間に比べて運転頻度が高い日中にも，眠気による交通事故のリスクが大きい時間帯が存在すると言え

る． 

 

1. 2  睡眠不足と交通事故 

前述の通り，覚醒度は周期的に変動するが，それ以外に，睡眠不足も覚醒度を低下させる要因の一つであ

る．日本における 2015 年の国民健康・栄養調査 8) によると，1 日の平均睡眠時間が 6 時間未満とする回答

割合は年々増加しており，その割合は全体の約 40％を占めた．年代別に見ると，1 日の平均睡眠時間が 6 時

間未満の割合は，20 代から 50 代のすべてで 40％を超えており，特に 50 代では 50％近くを占めた．また，

総就床時間（就床から起床までの時間）の長さとビジランス課題（当該先行研究では，視覚的な表示に対す

るボタン押し）の反応時間に関する研究 9) では，総就床時間を実験条件とし，3 時間，5 時間，7 時間，9

時間の各条件における，反応時間を連日計測した．その結果，9 時間条件以外では，日ごとに反応時間が長
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くなることが示された．睡眠不足による影響は，自動車の運転のような複雑な課題に比べ，ビジランス課題

のような単純な課題の方が現れやすい 10) ものの，総就床時間が 7 時間以下の場合には，パフォーマンスが

低下することを示唆する結果であった．また，交通事故を起こしたドライバと，事故に巻き込まれたドライ

バの前日の睡眠時間を聴取した研究 11) では，睡眠時間が 7 時間の場合に比べ，6 時間では 1.3 倍，5 時間

では 1.9 倍，4 時間では 4.3 倍事故が多いことが示された．これらの研究から，徹夜明けや極端な睡眠不足

でなくとも，睡眠時間が短いことは交通事故の要因となると考えられる．以上を踏まえると，国際的にも平

均睡眠時間が短い日本においては，多くのドライバが運転中の覚醒度低下のリスクにさらされていると考

えられる．また，居眠り状態で事故に至る場合，ドライバによる減速や操舵などの衝突回避操作が行われな

いケースがあると予想され，重大な事故になり易いことが懸念される．そのような重大事故を防止するため

にも，居眠り運転による事故実態を把握することは重要であると考えられる． 

 

1. 3  居眠り運転による交通事故の対策と現状 

国土交通省は 2018 年 6 月，旅客自動車運送事業運輸規則 12) および，貨物自動車運送事業輸送安全規則

13) を改正し，バス，タクシー，トラック事業者に対し，ドライバの睡眠不足の有無を乗務前に確認し，睡

眠不足によって安全な運転ができない可能性がある場合には乗務をさせないように管理することを義務付

けた．また，これらの法整備だけではなく，居眠り運転に関する調査や対策の検討も数多くなされてきた 14)

～17)．しかしながら，これらの対策や検討は，職業運転者や高速道路を対象に実施される傾向がある．その

理由として，バスやトラックによる事故は 1 件あたりの死傷者数が多くなり易いこと，長時間運転および

深夜の走行など，覚醒度の低下が発生しやすい環境での運転が比較的多いことが考えられる．また，調査や

対策を行うにあたっても，事業者に対して道路運送法 18) および貨物自動車運送事業法 19) により，安全管

理規程の届け出や運行管理者の選出など，管理体制を構築することが義務付けられているため，職業運転者

の場合には，一般のドライバと比べて介入がなされやすいものと推察される． 

しかしながら，覚醒度の低下は誰にでも生じることを踏まえると，運転中の眠気や居眠りはすべてのドラ

イバに発生し得ることであると言える．したがって，職業運転者以外のドライバや高速道路以外の道路も含

めた実態調査を行うことにより，どのようなドライバや場所を対象とした対策が必要であるかを適切に把

握することができると考える． 

 

1. 4  目的 

そこで本研究では，居眠り運転による交通事故の実態を把握することを目的とし，交通事故統計データの

分析を行った．具体的には職業区分，通行目的，路線，時間帯に着目し，それぞれのカテゴリにおける居眠

り運転による交通事故の発生件数を調査した． 

 

2. 方法 

本研究では，公益財団法人交通事故総合分析センターの交通事故統計データを分析し，国内における居眠

り運転を要因とする交通事故（以下，「居眠り運転事故」とする）の実態を調査した． 

具体的には，国内におけるすべての交通事故（人身事故）のうち，事故要因区分（事故の発生に影響を与

えたものを指し，人的要因／車両的要因／環境的要因に分けられる）が「人的要因」である事故を対象に，

下記の「データ集計項目」に示す項目ごとに事故件数を集計した．なお，人的要因とは，前方不注意，安全

不確認，予測不適，操作不適などの項目から成り，居眠り運転はそのうちの前方不注意に含まれる．集計項

目内の「事故内容」，「職業区分」，「通行目的」，「路線」の定義については，各項目の結果の節にて詳

述する． 
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【 データ集計項目 】 

‧ 事故要因区分：「人的要因」による交通事故を下記の 2 つに細分化 

- 居眠り運転 

- 居眠り運転以外 

‧ 「居眠り運転」を対象に，以下の①～⑤の項目についてそれぞれ細分化し事故件数を集計 

 ②～⑤については，各分類における死亡事故および重傷事故件数をそれぞれ集計 

 ⑤発生時間帯については，「居眠り運転以外」の件数も集計 

① 事故内容 （3 分類；死亡／重傷／軽傷） 

② 職業区分 （2 分類；職業運転者／職業運転者以外） 

③ 通行目的 （4 分類；業務：職業運転／業務：業務目的／通勤・通学／私用） 

④ 路線  （3 分類；一般道／高速・自専道／その他） 

⑤ 発生時間帯 （24 分類；0 時台～23 時台（1 時間刻み）） 

‧ 集計対象年  ：2019 年 

‧ 事故の第一当事者 ：四輪車 

 

3. 結果および考察 

3. 1  居眠り運転事故の発生状況 

(1) 事故内容別の居眠り運転事故の発生件数および構成率 

まず，居眠り運転事故を概観するため，死亡，重傷，軽傷事故別に，居眠り運転と居眠り運転以外の

構成率を Fig. 1 に記した．ここで，「死亡」とは交通事故によって発生から 24 時間以内に亡くなった

場合，「重傷」とは交通事故によって 30 日以上の治療を要する場合，「軽傷」とは交通事故によって 30

日未満の治療を要する場合を指す． 

死亡事故は全体で 2,434 件であり，そのうち 96 件（3.9%）が居眠り運転によるものであった．同様

に，重傷事故 24,651 件のうち 283 件（1.1%），軽傷事故 316,557 件のうち 1,013 件（0.3%）が居眠り

運転によるものであった．全体で見ると，人的要因による交通事故 343,642 件のうち 1,392 件（0.4％）

が居眠り運転によるものであった． 

 

 

Fig. 1  Composition rate of accidents with and without drowsy driving 
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(2) 居眠り運転有無別の事故内容構成率 

居眠り運転有無別の，事故内容の構成率を Fig .2 に記した．居眠り運転事故における事故内容の構成

率は，死亡事故が 6.9%，重傷事故が 20.3%，軽傷事故が 72.8%であった．同様に，居眠り運転以外で

は，死亡事故が 0.7%，重傷事故が 7.1%，軽傷事故 92.2%であった． 

 

 

Fig .2  Composition rate of accident details with and without drowsy driving 

 

以上の結果から，2019 年に発生した人的要因によるすべての交通事故に対し，居眠り運転事故が占める

割合は 1％にも満たず，発生割合は低いことが明らかとなった．ただし，本研究に用いた交通事故統計デー

タは，当事者への聴取により作成されるため，第一当事者が居眠り運転であったことを報告した事故しか居

眠り運転に計上されない．過去の調査 17) では，居眠り運転が，前方不注視（わき見運転）に計上されてい

る可能性があることも指摘されており，居眠り運転事故の件数は，本研究の結果に比べて多い可能性もある

と考えられる． 

一方，居眠り運転有無別に事故内容を分析した結果から，居眠り運転事故は居眠り運転以外に比べて，死

亡および重傷率が高く，重大事故となる可能性が高いことが明らかとなった．これについては，居眠り運転

による交通事故の場合，ドライバによるブレーキなどの衝突回避操作が行われることなく事故に至ること

が，理由の一つと推察される． 

以上を踏まえると，居眠り運転による交通事故の件数は比較的少ないものの，事故に至った場合の死亡お

よび重傷率は高く，第 11 次交通安全基本計画 20) における，「24 時間死者数 2,000 人以下，重傷者数 22,000

人以下」の目標を達成するためにも，居眠り運転事故の対策は重要であると考えられる．そこで，次節では，

居眠り運転による死亡および重傷事故が，「どのようなドライバによって，いつ，どこで」発生したかを分

析し，対策の必要性について考察する． 

 

3. 2  居眠り運転事故の発生状況の詳細分析 

(1) 各職業区分における居眠り運転事故の発生件数 

居眠り運転事故が，どのようなドライバに多いかの知見を得るため，職業区分別（2 分類；職業運転

者／職業運転者以外）に居眠り運転による死亡および重傷事故の件数を集計した（Fig. 3）．ここで，職

業運転者とは，バス・タクシー・トラック・バイクなどの事業用自動車の職業運転者および会社，官公

庁等において職業的に自家用自動車の運転業務に従事している者を指す． 

居眠り運転による死亡事故件数は，職業運転者で 14 件（14.6％），職業運転者以外で 82 件（85.4％）

であった．同様に，重傷事故件数は，職業運転者で 15 件（5.3％），職業運転者以外で 268 件（94.7％）
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であった．以上の結果から，居眠り運転事故のうち，約 9 割が職業運転者以外であり，これらのドライ

バを対象とした対策が必要であると考えられる． 

 

  

Fig. 3  Number of drowsy driving accidents by occupational classification 

 

(2) 各通行目的における居眠り運転事故の発生件数 

前述の職業区分による分類では，第一当事者の職業が職業運転者であるか否かはわかるものの，事故

発生時に業務中であったか否かはわからない．また，職業運転者以外による居眠り運転事故が多く，業

務以外の目的による通行中が多いものと考えられる．そこで，通行目的別（4 分類；業務：職業運転／

業務：業務目的／通勤・通学／私用）に居眠り運転による死亡および重傷事故の件数を集計した（Fig. 

4）．ここで，「業務：職業運転」とは，前述の職業運転者がその業務のため運転業務に従事している場

合，「業務：業務目的（Fig. 4 では業務：職業運転以外に当たる）」とは，当事者がその業務を遂行す

る目的で通行する場合，「通勤・通学」は，勤務先への出勤または退勤，登下校の目的で通行する場合，

「私用」はそれ以外の目的（例えば，観光・娯楽，ドライブ，買い物，送迎，帰省など）で通行する場

合を指す． 

居眠り運転による死亡事故件数は，業務：職業運転で 10 件（10.4％），業務：業務目的で 16件（16.7％），

通勤・通学で 19 件（19.8％），私用で 51 件（53.1％）であった．同様に，居眠り運転による重傷事故

件数は，業務：職業運転で 11 件（3.9％），業務：業務目的で 35 件（12.4％），通勤・通学で 51 件

（18.0％），私用で 186 件（65.7％）であった．以上の結果から，居眠り運転による死亡および重傷事

故は，私用による運転中が最も多く，6 割程度を占めることが分かった．このことから，職業運転者や

事業者を対象とした対策だけではなく，観光・娯楽や買い物，送迎など，一般のドライバによる日常的

な運転を対象とした対策を講じることも必要であると考えられる． 
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Fig. 4  Number of drowsy driving accidents by purpose of passage 

 

(3) 各路線における居眠り運転事故の発生件数 

居眠り運転事故が，どのような路線に多いかの知見を得るため，路線別（3 分類；一般道／高速・自

専道／その他）に居眠り運転による死亡および重傷事故の件数を集計した（Fig. 5）．ここで，「一般道」

とは，一般国道，主要地方道，一般都道府県道，一般市町村道，「高速・自専道」とは，高速自動車国

道および自動車専用道，「その他」とは，農道，林道，港湾道などを含むその他の道路を指す． 

居眠り運転による死亡事故件数は，一般道で 87 件（90.6％），高速・自専道で 9 件（9.4％），その

他で 0 件（0％）であった．同様に，居眠り運転による重傷事故件数は，一般道で 272 件（96.1％），高

速・自専道で 9 件（3.2％），その他で 2 件（0.7％）であった．以上の結果から，居眠り運転による死

亡および重傷事故の 9 割以上が一般道において発生していることが分かった．したがって，高速道路や

自専道だけでなく，一般道における居眠り運転対策が必要であると考えられる． 

 

  

Fig. 5  Number of drowsy driving accidents by road type 
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(4) 各時間帯における居眠り運転事故の発生件数 

居眠り運転事故がどのような時間帯に多いかの知見を得るため，1 時間ごとに事故件数を集計した

（Fig. 6）．さらに，生体リズムと居眠り運転との関連を調べるため，居眠り運転以外の事故件数を集計

するとともに（Fig. 7），すべての人的要因による死亡および重傷事故に占める居眠り運転の割合を折れ

線グラフで記した（Fig. 8）． 

居眠り運転による死亡および重傷事故は，12 時から 18 時頃に多く，次いで 4 時から 8 時頃にも多か

った（Fig. 6）．一方，居眠り運転以外による死亡および重傷事故は，総じて 7 時から 20 時にかけて多

く，居眠り運転事故のピークである 12 時から 16 時頃のピークは見られなかった（Fig. 7）．各時間帯

におけるすべての人的要因による死亡および重傷事故に占める居眠り運転事故の割合は，23 時～24 時

から増え始め，4 時～5 時にピークを迎えた．その後，9 時から 12 時頃には低い水準で推移するものの，

12 時から 17 時頃にも再び増加した（Fig. 8）． 

以上の結果から，居眠り運転事故の発生時間帯について，事故件数自体は 12 時から 18 時に多いもの

の，発生率は覚醒度が低下しやすい時間帯に高いことが分かった．このことから，本来，睡眠をとるは

ずの夜間から早朝に加え，日中の覚醒度の低下が生じる時間帯においても，居眠り運転による交通事故

のリスクが高いことが，本研究の調査からも明らかとなった．したがって，居眠り運転事故の件数が多

い時間帯を対象とした対策を講じるとともに，深夜から早朝および 14 時前後の時間帯にも注意が必要

であると考えられる． 

 

 

Fig. 6  Number of fatal and serious injury accidents caused by drowsy driving in each time period 

 

 

Fig. 7  Number of fatal and serious injury accidents caused by non-drowsy driving in each time period 
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Fig. 8  Total number of fatal and serious injury accidents caused by human factors  

and ratio of drowsy driving accidents in each time period 

 

本節の結果をまとめると，職業区分，通行目的，路線，時間帯を対象とした詳細分析により，居眠り運転

による死亡および重傷事故は，職業運転者以外，私用による通行中，一般道，12 時から 18 時頃および 4 時

から 8 時頃に多いことが明らかとなった．さらに，時間帯別の居眠り運転事故の発生率は，覚醒度が低下す

る時間帯に高いことが分かった． 

前述の通り，これまで，居眠り運転事故の対策は，職業運転者や高速道路を対象に多く行われてきた 14)～

17)．しかしながら，居眠り運転による死亡および重傷事故のうち，業務中が占める割合は 2 割程度であり，

居眠り運転事故の約 6 割は私用目的での通行中に発生していることが示された．また，発生路線について

も，居眠り運転事故の 9 割以上は一般道で発生したことが示された．これについては，高速道路や自動車専

用道では，一般道と比べて走行速度が高く死亡事故となり易いため，当事者死亡により居眠り運転と特定で

きなかったケースが計上されていない可能性を考慮する必要があるが，それらのケースを含んだ場合であ

っても，一般道での居眠り運転による事故件数の方が，高速道路および自専道に比して多いと予想される．

以上を踏まえると，職業運転者や高速道路を対象とした対策を継続するとともに，一般のドライバや一般道

にも対策範囲を広げることが重要であると考えられる． 

居眠り運転防止に関する広報については，職業運転者を対象に，効果的な広報手段や必要な内容，表現方

法が調査され 17) ，休憩施設での動画放映により，居眠り運転の防止対策や居眠り運転事故の危険性につい

て，インパクトのある画像で危険性を意識してもらうことが良いとの報告があるが，職業運転者以外を対象

とした方法についても，同様に検討を行う必要があると考えられる．一方，そのような対策だけではなく，

眠気を感じた状態で運転すること自体を減らすための意識の醸成も重要であると考えられる．先行研究 21) 

では，飲酒運転における「飲んだら乗るな，乗るなら飲むな」のメッセージが広く周知されていることを例

に，「寝てないなら，乗るな，乗せるな，まず眠れ」のメッセージが，今後，社会に広く周知される必要が

あることを提言している．先に述べた通り，日本では平均睡眠時間が 6 時間未満の割合が 4 割に及ぶこと

を踏まえると，睡眠不足状態のドライバが一定数存在するものと推察される．したがって，ドライバ個人が

居眠り運転事故の危険性を認識するとともに，周囲の人も睡眠不足の人に運転をさせないような意識を育

むことが重要であると考える．一方，睡眠不足に限らず，周期的に覚醒度の低下が発生することを踏まえる

と，眠気を感じた際の正しい対処法についても，教育，啓発する必要があると考える． 
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4. 本研究のまとめおよび課題 

本研究では，居眠り運転事故件数を調査するとともに，職業区分，通行目的，路線，時間帯別に居眠り運

転の事故実態を調査した．その結果，これまでの職業運転者や高速道路を対象とした対策に加え，一般のド

ライバや観光・娯楽，ドライブ，買い物，送迎，帰省など，日常生活やレジャーでの運転にも対策範囲を広

げる必要があることが示唆された．したがって，今後は職業運転者や事業者以外を対象に，効果的な対策を

講じることや，居眠り運転に繋がる運転を行わない／行わせない意識の醸成などに取り組む必要があると

考えられる． 

また，本研究の結果から，居眠り運転事故のほとんどが一般道で発生していたことが分かった．ただし，

本研究で対象とした一般道は，一般国道，主要地方道，一般都道府県道，一般市町村道に渡ることから，こ

れらのカテゴリごとに事故件数を把握することで，対策の必要性が高い状況を明らかにできる可能性があ

ると考える．同様に，通行目的についても，「私用」の細分化を行うことで，買い物や送迎といった日常的

な運転と観光・娯楽やドライブ，帰省といった非日常的な運転のどちらを対策の対象とすべきかが明確にな

ると期待される．また，本研究の詳細分析においては，死亡および重傷事故を対象としたが，居眠り運転事

故全体の特徴を把握するためには，軽傷事故についても同様の詳細分析を行う必要があると考えられる．さ

らに，居眠り運転については，睡眠不足だけでなく，睡眠障害による影響についても指摘されており 22)，23) ，

睡眠障害を対象とした実態調査や対策の検討も重要であると考えられる． 
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